






環境林における森林整備事業の補足説明資料

１．県単森林環境創造事業
（１）公的な森林整備の必要性

三重県は、優良な木材の生産県であり植栽本数も全国平均（ｈａ当たり３，０００本）に比

べ５０％程度多く、かつては弱度（伐採率（伐採本数÷伐採前の立木本数）２０％程度）の間

伐などを繰返して行うという丁寧な森林施業が実施され、その結果として健全な森林の状態が

保たれてきた。しかし、長期にわたる林業採算性の悪化により放置される森林が増加し、林内

の下層植生の裸地化による表土流出や保水能力の低下、植栽木の発育不良による土壌緊縛力の

低下などにより、豪雨時の土砂崩壊や強風による倒木などが多く発生している。

そこで、三重県では平成１３年度から森林を「生産林」と「環境林」にゾーニングし、それ

ぞれの区分に応じて効果的な森林施策を実施している。

環境林については、森林・林業経営の基盤となる林道等より４００ｍ以上離れた地理的条そのうち

件の悪い場所に立地していることが多く、林業生産活動による森林整備はほとんど期待できない。

そのため、森林の持つ公益的機能を十分に発揮させるために、森林所有者が以下の条件に同意

する場合には、県と市町の公的負担による森林整備を実施している。

①「森林管理に関する委託契約」による２０年間の森林の提供

②「環境林づくり協定」によって管理委託終了の２０年後も育成された広葉樹を保全（皆伐しないこ

と）することの誓約

③木材生産を目的にせず、森林の公益的機能の向上を目指した強度（伐採率４０％程度）な間伐

による針広混交林の造成を目的とすること

当該森林整備を実施することで、水源かん養や山地災害防止、二酸化炭素の吸収機能などの森林

の有する公益的機能が向上し、また管理委託の終了する２０年後には針広混交林化が図られ、それ

以降の森林整備への県等の助成が不要となる効果が期待できる。

以上のことから、環境林４５千ｈａ（環境林のうち原生林や急傾斜地に育成する天然林、公有林及び

保安林を除く。）においては、公的な森林整備が必要である。

（２）県と市町の負担割合

森林の水源かん養、山地災害防止、二酸化炭素の吸収機能などの公益的機能の発揮 よる恩恵に

の多くは、森林の存する市町に留まらず、下流域の市町等の広範囲にわたり享受される。

そのため、公的な森林整備に係る費用の負担は基本的に県が負うべきであるが、森林の公益的機

能の中には山地災害防止機能など、森林の存する市町に特に多くの恩恵をもたらすものもあるため、

市町にも負担を求め、県と市町の負担割合を県８０％と市町２０％とした。

（３）事業主体

市町

（４）事業の規模

森林整備の実施により森林の公益的機能が効果的に発揮されるためには、ある程度まとまった規模

の森林が必要であることから、環境林整備計画の最小面積は、概ね３０ｈａ以上としている。





（３）事業の規模

県単森林環境創造事業と同じ。

（４）整備方針

スギ・ヒノキ林において、強度の間伐を繰り返し行い、森林内に光を入れ、下草や広葉樹の繁茂を

図る。

（５）目標とする森林

県単森林環境創造事業と同じ。

森林再生ＣＯ吸収量確保対策事業３．県単森林環境創造事業事業及び ２

の取組状況

（１） 計画樹立面積の実績

平成１３～２２年度末までに策定された環境林整備計画（２０年間の計画）の樹立面積の実績は、目

標の２０，５００ｈａに対して１１，３１８ｈａ（目標達成率５５％）である。

（２） 森林整備の実績

平成１３～２３（予定）年度までに実施された県単森林環境創造事業による森林整備の実績は、

９，６４８ｈａ（事業費３，３００，０６７千円）である。

また、平成１５～２３（予定）年度までに実施された森林再生ＣＯ吸収量確保対策事業による森林整２

備の実績は、３，２９２ｈａ（事業費９２０，００４千円）である。

（３） 事業の成果と課題

これらの事業を実施した成果としては、森林整備を実施した森林内の下層植生に回復の兆しが見ら

れ、将来の目標である針広混交林に移行する基盤が整いつつあることから、一定の成果があった。

今後も計画された残期間における森林整備を実施することで、下層に芽生えた広葉樹の稚樹の生

育を促進し、２０年間の管理委託期間の終了後には、目標としている針広混交林となるように誘導して

いきたい。

また、事業の創設当初は認定林業事業体からの要望も多く、計画樹立面積や森林整備の実績とも

に順調に進んできた。しかし、１０年が経過した近年には、計画樹立面積の作成において以下の要

因などから事業の採択基準となる３０ｈａ以上の団地の確保を行うことが難しくなっていることが課題で

ある。

小規模な森林所有者が大多数であること。①

②不在村所有者や境界の不明確 森林が多く、森林への関心が低下してきていること。な

（４）対応

平成２２年度より森林所有者に対してダイレクトメールを発送して、森林整備の重要性についての意

識喚起及び当事業の紹介を改めて行うことで計画樹立面積や事業実施面積の増大を図り、また、同

時に当事業に対する意向調査や、事業の対象となる森林の現地調査を行うことで環境林の現況を把



事業の効率的な展開を図る。握し、

４．環境林整備治山事業の概要

１．趣旨

「三重の森林づくり条例」（平成１７年１０月２１日公布）に基づき策定された「三重の森林づくり基本

計画」の基本方針の中で、「森林の適切な整備及び保全を進めることにより、将来にわたる森林の有

する多面的機能の持続的な発揮を目指す。」こととしており、環境林については、水源のかん養、県土

の保全、地球温暖化の防止等の公益的機能が継続して発揮される森林づくりを進めることとしている。

２．事業内容

過密化等により公益的機能が低下した環境林内の保安林において間伐を行い、保安林の適切な

保全及び整備を進めることにより、災害に強い森林づくりを推進する。

３．事業の対象地

過密化等により公益的機能が低下した環境林内の保安林であって、崩壊、若しくは土砂、流木等が

発生している、又は発生するおそれがある箇所とする。

４．事業主体

三重県

５．環境林内の保安林における治山事業等による森林整備実績

平成１９年度から実施している環境林整備治山事業の森林整備の実績は、平成２２年度ま

での４年間で、面積１，６００ｈａ、平成１９年度から２２年度の国補治山事業の森林整備実績は、

面積５，５０６ｈａとなっており、両事業で７，１０６ｈａの森林整備を実施した。


